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大阪教育大学 臼井智美
1 .はじめに
日本語指導が必要な外国人児童生徒は、全公立小・中学校の約 17%にあたる 5，333校に在籍し
ている。また、日本語指導が必要な外国人児童生徒は、全市区町村の約44%にあたる 770市町村
の公立'判交に在籍している l。近年では、日本語指導が必要な外国人児童生徒の在籍は、一部の
自治体や学校に限ったことではない。大都市近郊県となると、在籍率は全国平均を大きく上回っ
ており、日本語指導が必要な外国人児童生徒の在籍は“よくあること"である 20
にもかかわらず、日本の学校経営学研究では、外国人児童生徒在籍校を研究対象としたものは
ほとんどなしJ。外国人児童生徒教育研究でも、学校経営やスクールリーダーを研究対象にした
ものは皆無に等しい。「外国人児童生徒在籍校の学校経営」というテーマは、研究上の空白になっ
ており、ほとんど理論的な検討や実態把握が行われていないのが現状である。
そもそも、「外国人児童生徒在籍校の学校経営」というテーマが、 1つの研究領域として成り立
つほどの研究課題を有しているのか否かについても、議論の姐上にのぼってこなかった。そのた
め、「外国人児童生徒在籍校の学校経営」が外国人児童生徒の非在籍校の学校経営とは異なる、何
か特有の課題をもったり、経営戦略の必要があったりするのかさえ、未解明の状態である。外国
人児童生徒の在籍は、学校経営上になにか“新しい円課題をもたらすのだろうか。あるいは、新
しい課題のように見えるが、実際にはそれほどの固有性や特殊性はないのだろうか。
そこで、本稿で、は、外国人児童生徒在籍校の学校経営の実態を描きながら、これまで研究対象と
なってこなかった「外国人児童生徒在籍校の学校経営」に焦点を当て、“新しい円課題の有無や課
題の固有性や特殊性について検討してし¥く。なお、「外国人児童生徒在籍校Jとは、「日本語指導
が必要な児童生徒の在籍校」を意味することとしヘ特に小・中学校段階を取り上げる。
2.外国人児童生徒在籍校の学校経営上の課題
(1)在籍「数」に左右される外国人児童生徒教育の実施
日本語指導が必要な児童生徒は、公立小学校に 17，154人(外国籍)十4，609人(日本国籍)、
公立中学校に 7，558人(外国籍)十1，240人(日本国籍)、在籍している。在籍人数別学校数を見
ると、公立小・中学校し¥ずれも、 11人J在籍校が全体の約半数を占め、 15人未満Jの在籍校が
全体の約8"'-'9害IJを占めている。在籍人数別の市町村数を見ても、 15人未満J在籍の市町利が全
体の約半数を占めている。
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必要な教科語葉等の習得ができていない児童生徒は、教科指導型日本語指導の対象になる。
このように、日本語指導には、目的や指導期間、使用教材、指導者の異なる 2種類の指導があ
るが、教育現場でその違いを知る者は少ない。そのため、教科指導型日本語指導の対象児童生徒
が見落とされたり、教科指導型日本語指導の必要性が認、識されなかったりする。生活言語力が獲
得できていない児童生徒は、読み書きができず日常会話もままならないため、し1かにも iヨ本語指
導が必要だということが認識されやすい。しかしながら、学習言語力が獲得できていない児童生
徒は、読み書きや日常会話はできる(生活言語力は獲得できている)ために、日本語指導が必要
だと認識されるというよりも、勉強が苦手な子ども、学力低位の子どもと認識される傾向にある。
外国人児童生徒のうち、現在では半数が「日本生まれ日本育ちJと推定されており、「外国生ま
れ日本育ち」の児童生徒も含め、日本での長期滞在化や定住化が進んでいる。それに伴い、高等
学校進学希望者も増加している。高等学校進学に際しては入学試験というハードノレがあるため、
し1まや外国人児童生徒にとって、高校入試に間に合う学力形成は重要な教育課題となっている。
学力形成のもとになる学習言語力の獲得が重要度を増してきているが 外国人見童生徒は相変わ
らず一時滞在者扱いで、かれらにとって学力形成が日本人同様に重要な教育課題だとしづ認識が
教員の中にないことが少なくない。加えて、日本語指導といえば初期指導型日本語指導をイメー
ジし、日本語指導教室で別室指導の形で日本語指導員が行うものだと考えられていることから、
在籍学級で学級担任や教科担任が行う教科指導型日本語指導を、教員は自分たちの役割であると
理解することが難しい。外国人児童生徒教育をめぐっては、教育課題が何か、教員の役割が{可か
について理解を深められるほどの情報が、学校には届いていないのが現状である。
3.外国人児童生徒の在籍がもたらした「新しいJ学校経営の課題
(1)教員の意思決定前提の再構築ー「公正」という価値前提に基づく学校経営
すでに指摘したように、外国人児童生徒教育を行うかどうかの判断において、 11人だけだから」
やらない・できないというように、児童生徒の在籍数が大きな影響要因になっている。加えて、
「外国人だ、から」やらないというように、日本)¥.で、はないことを理由にして 公立学校において
特別な配慮の必要はないという考え方も根強くある。このように、外国人児童生徒在籍校では、
課題に目を向けるか否か、課題解決に取り組むか否かが、 11人だけだからJ1外国人だからJと
いう基準で判断されがちである。
学校現場で見られるこのような判断基準は、移民等が多数居住する諸外匡!とは大きく異なる。
外霞では、社会的に不利な立場にある者、学力達成上のハンデ、イキャップのある者、所得が低く
貧困な者など、居住国の国籍を持っているかどうかにかかわらず、教育の機会だけでなく教育の
結果の平等が実現されるように、かれらをターゲットとしうる枠組みをもっている。
しかしながら、日本では、「外国籍の子どもの学力保障を、なぜ公立学校で行う必要があるのかJ
としづ疑問が出されるほどに、公立学校で外国人児童生徒教育を行うことを正当化する枠組みが
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って行われており、必ずしも価値前提を必要としてこなかったということにも気づかされる。
(2)学習指導論と学校経営論の接合一一学力向上に資する学校経営条件の解明
外国人労働者や移民を数多く受け入れている国では、移民等の子どもの第二言語習得と学力向
上が重要な教育課題となっている。第二言語の習得が学力向上や社会的地位の向上に寄与すると
考えられているからである。そのため、居住田の公用語を母語としない子どもに対しては、むし
ろ積極的に第二言語教育の機会を提供している。アメリカやオーストラリアで、第二言語習得の
ために、 ESL(English as a Second Language) プログラムが制度化され、専門の教育や研修を受
けた者が移民等の子どもの教授にあたっていることなどは、その典型的な例である。イギリスで
は、より直接的に、民族的マイノリティの学力向上に特化した補助金E肌G (Ethnic Minority 
Achievement Grant) が学校に配分されており、学力向上が重視されていることがわかる。
一方、日本では、文部科学省が ]SLカリキュラムを開発しているものの、 ESLプログラムのよ
うに教員養成や言語力獲得に向けた授業の質保障と連動しているわけではない。そもそも日本で
は、日本語力の獲得と学力の向上を関連づけて議論することがほとんどない。日本では国籍と同:
詩が一致する人が多く、圧倒的多数の日本人が日本語を同:語とする。多言語環境ではないため、
言語力の獲得ーと社会達成との関係を意識する機会が相対的に少ない。さらに、日本には言語政策
が無いために、言語力の獲得という観点から学力向上方策について考えることにもなじみがない。
日本では日本語を母語とする者が多いことから、学校の中での教授言語と母語が一致する。そ
のため、日本語力(学習言語力)が未熟なために教授言語となっている日本語が理解できず教科
の授業内容が理解できない、そうしづ児童生徒の存在に気づいてこなかった。その結果、 i授業
の内容が理解できなしリ「学力が上がらなしリ要因を、日本語力に求めることをせず、児童生徒
本人の学力や学習態度・意欲に求めてきた。つまり、日本語を母語とする者が日本語で授業を受
けているので、授業内容が理解できない原因が日本語力にあるとは考えもしないできたのである。
しかし、日本語が母語ではない外国人児童生徒の存在によって、学習言語力の獲得が行われない
と学力が伸びないということが理解されるようになってきた。とりわけ、文部科学省が「日本語
指導が必要」と判断するときの日本語力に、生活言語力だ、けで、なく学習言語力を含めるようにな
って以降、外国人児童生徒教育においては、日本語力の獲得を学力形成と結び付ける考え方は少
しずつ理解されてきている。とはし¥え、多くの外国人児童生徒在籍校では、日本語指導が必要か
どうかは、いまだ生活言語力の習得状況で判断されている(学習言語力の習得状況で判断すると、
日本語指導が必要な児童生徒数は、現在把握されている数の数倍にも上るといわれている)。
学習言語力が獲得できないと学力が伸びないが、こうした状態は、日本語を母:語としない外国
人児童生徒に限らず、日本語を母語とする日本人児童生徒にもあてはまる。学習言語力の獲得は、
どの児童生徒にとっても、学校教育の中で教科指導の機会を通じて行われるからである。いわゆ
る学力低位の児童生徒の場合、かれらの学力向上の課題は、基礎基本の徹底や家庭学習の充実と
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し1った、児童生徒自身の学習習慣の形成の観点から議論される傾向にある。その一方で、学力形
成に不可欠な学習言語力の獲得がで、きるように教員が教科指導を行ったのか、つまり各教科科.のJ授受
業の質質降を問うことをしてこなかつたといえる O とりわけ学校経営論にわお、しい、ては 授業研
j込Aむことなく、個々のJ受業の質を問わずに、教員の力量形成や校内研修のありかたを論じてきた
といえる。 授業の質を何で測るかについては議論が多々あるが、外国人児童生徒教育の場合は、
学習言語力が向上し、教科の学習活動に支障なく参加できるか(問題が解ける、議論に参加でき
る、作文が書ける、テストで点が取れる、など)という観点で測ることができる。 昨今では、外
国人児童生徒の学力状況も、国や自治体が行う学力状況調査によって把握し、その向上や日本人
児童生徒との差を縮めていくための取り組みを進める自治体も出てきている。
日本では、外国人児童生徒の学力向上について、制度面でも研究面でも対応が遅れている。外
国人児童生徒の学力向上にとって日本語習得が重要であるとの問題提起はなされてきたものの、
学力向上を可能にする諸条件の検討などは、制度的・経営的な研究として本格的に取り組まれる
に至っていない。しかし、学習言語力の獲得という観点から見ると、外国人児童生徒の学力向上
を可能にする諸条件はそのまま、学力低位のすべての児童生徒を対象にしても当てはまると考え
られる。日本語を母語とする日本人児童生徒のみを想定した場合、学習言語力の獲得をめざす教
科指導型日本語指導が必要だとしづ発想が生まれないであろう。しかしながら、教科指導型日本
語指導によって外国人児童生徒の学習言語力が高くなり、その結果として学力の向上が見られる
ようであれば、質の高い教科指導型日本語指導の実施を可能にする条件を明らかにすることが、
結果的に学力向上に資する学校経営の条件を明らかにすることにつながると考えられる。
注
l 文部科学省「日本語指導が必要な児童生徒の受入れ状況等に関する調査(平成24年度)Jおよ
び「学校基本調査(平成24年度)J、総務省「市町村数の推移表(詳細版) (平成24年度)J 0 
2 例えば、公立小学校で、みると 三重県は 140校/391校(在籍率35.8%)、東京都は376校/
1， 304校(在籍率28.8%)、大阪府は215校/1，019校(在籍率21.1 %)である。
3 外国人児童生徒教育に関する経営的環境の整備については、拙稿にて、外国人児童生徒の指導
に必要な力を獲得するための教員研修フOログラムや教師用テキストの開発(臼井2007・2010・
2011・2014)、外国人児童生徒教育の成果をあげるための指導体制づくり(日井2005・2012)
などのテーマを扱い検討してきたが、拙稿以外の研究はほとんどない。白井智美「外国人児童
生徒教育に関する教員研修の現状と課題J(W国際教育評論』第4号、 2007)、「外国人児童生徒
の指導を担当する教員の職能成長過程J(W学校経営研究』第35巻、 2010)、「外国人児童生徒
の指導に必要な教員の力とその形成過程J(W大阪教育大学紀要IV教育科学』第59巻第2号、
2011)、『学級担任のための外国人児童生徒サポートマニュアノレj](明治図書、 2014)、「外国人
児童生徒教育を行う教員への組織的支援に関する乱題-担当教員の情報処理行動を助ける支
援内容の検討:___J (W学校経営研究』第30巻、 2005)、「外国人先童生徒教育における指導体制
の現状と一課題-I教育の成果Jの向上に資する品目哉づくりに向けて-J (W学校経営研究』第37
? ー
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巻、 2012)0
4 本稿で、は、外国籍者だけでなく「外国にルーツをもっ日本国籍の児童生徒Jも含めて、「日本
語指導が必要な児童生徒Jの在籍校を検討の対象とする。「外国にルーツをもっ日本国籍の児
童生徒Jとは、国籍変更手続きを経て日本国籍を取得した児童生徒、国際結婚家庭の児童生徒、
中国帰国者の児童生徒などである。かれらは、家庭内言語が日本語でないことや、児童生徒本
人や保護者に外国での学校教育経験があることなどによって、日本語指導が必要になるなど、
日本国籍で、はあっても、外国籍の児童生徒が直面する宇オ交生活上の課題と同様のす東誼を抱える
「日本国に居住する大韓民国留氏の法的地位及び待遇に関する日本国と大韓民国との問の協
定J(19651cJ三 12月 28日公布)、国際人権規約 (A規約第 13条) (19791:J三6月 21日批J佐)、児童
の権利に関する条約(第 28条、第29条) (19941:三4月 22日批准)。
6 外国人児童生徒教育の指導体制づくりに関わる学校経営上の課題は6種類ある。①物理的条件
や資源の不足(人、モノ、予算、時間の不足)、②関係者間のコミュニケーションの課題(教
師一教師問、教師一子ども問、教師イ呆護者問、子ども一子ども問)、③教育方針・教育指針に関
する課題(進路指導、母語への配慮、文化への配慮、日本人の子とοもへの関わり)、④日本と
外国との文化的相違に起因する課題(習慣の違い、学校観の相違、教育観の村=Jj章、教育制度の
相違)、⑤日本語指導上の課題(知識・技術、指導法、動防・教具、指導体制)、⑥学習指導上
の謀題(知識・技術、指導法、教材・教具、指導体制)。白井智美「学校での指導体制づくりJ
臼井智美編著『イチからはじめる外国人の子どもの教育』教育開発研究所、 2009年、 136-143
頁
7 例えば、日本語指導が必要な児童生徒の在籍率で全国第1位の三重県の場合、児童生徒の在籍
数にかかわらず、三重県教育委員会からは指導資料集や翻訳文書・対訳資料集の配布がある。
一方、隣接する和歌山県は、日本語指導が必要な児童生徒数が極めて少ないことから、和歌山
県教育委員会から特段の支援はなされていなし 1。都道府県レベルで、見た場合、日本語指導が必
要な児童生徒は全県に在籍しているが、日本語指導担当教員(常勤)の加配措置をしている県
は6、兇童生徒の一周:語を話せる相談員の派遣事業を行っている県は 10である(文部科学省「日
本語指導が必要な児童生徒の受入れ状況等に関する調査(平成 24年度)J)。人的資源の獲得が
容易な県とそうでない県があることがわかる。
8 日本教育経営学会「校長の専門職基準 (2009年版一部修正)Jには、「基準6 倫理規範とリー
夕、ー シップ 3)多機性の尊重」の項目はあるc そこには、「国内外の様々な民族・人種への差
別の撤廃、(中I各)を実現する札織的手立てが校長には求められるJ(解説書49頁)とあり、
差別撤廃としづ社会問題の解決を想定している。差別事象で、はない、勤務校に在籍する外国人
児童生徒の学習保障や、日常的な文化衝突の回避・多文化への配慮等の場面を想定してはいな
。、 、? ?
9 外国人児童生徒在籍校の学校管理職に求められる固有の経営力があるかどうかの検証は、現在
次の研究において行っている。臼井智美研究代表(科研基盤研究 C)r外国人児童生徒在籍校に
おけるスクールリーダーの役割と経営行動の解明J(課題番号 26381074、平成 26~28 年度)。
この研究の一環で実施中の調査においても、外国人児童生徒の多数在籍校の校長が、多民族性
や多文化性に配慮、した学校経営を行うことよりもむしろ、経営資源の獲得に努力をしている実
態が明らかになってきている。この調査結果については、稿を改めて論じる予定である。
10 児童生徒や保護者の使用言語や学校教育経験が多様なために、意思疎通に始まり指導の実際
に至るまでに、実態把握と相互理解のために、向:語支援員や日本語指導員など、多数の学校外
関係者の協力が必要になる O しかし、指導関係者が多数に上るため、役割分担とその目的が|愛
味になりがちで、組織的な統制がとれないことがしばしば起こる。校内的にも、文化的背景が
。 。
臼井智美:外国人児童生徒在籍校の学校経営
異なる他者への対応に不慣れなため、無用の衝突が学校・教員一児童生徒・保護者の間で起こ
る。多文化性に起因する学校経営上の課題は多数あるが、対処療法的な対応ではなく、多文化
性を受容できる~1L織づくりの観点から、学校管理職の役割や経営力を明らかにしていく必要が
ある。
1例えば、兵庫県教育委員会「外国人;12童生徒にかかわる教育指針J(平成 12I，~三 8 月)では、「多
文化共生の視点に立って、外国人児童生徒の自己実現を図ることを支援するとともに、すべて
の児童生徒が互いを尊重し合い、多様な文化的背景をもっ外国人児童生徒と豊かに共生する真
の国際化に向け、『人権教育基本方針』に基づき、外国人児童生徒の人権にかかわる課題の解
決に取り組む」とある。
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